
（平成２４年３月14日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3396 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年３月、同年 11月から 47年３月までの期間、48年４月か

ら同年９月までの期間及び 51 年 10 月から 52 年３月までの期間の国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年３月 

             ② 昭和 46年 11月から 47年３月まで 

             ③ 昭和 48年４月から同年９月まで 

             ④ 昭和 51年 10月から 52年３月まで 

    Ａ町では、婦人会が集金を行い、同町役場に保険料を納付していたので、

申立期間①の保険料も同様に納付したと思う。申立期間②及び③の保険料は、

Ｂ市Ｃ区の集金人や同区役所で、年金手帳や納付書により納付し、申立期間

②の保険料月額は 450円、申立期間③は 550 円であった。申立期間④の保険

料はＡ町に居住していた時に納付し、保険料を遡って納付したことも２回ぐ

らいあった。納付書が手元に届いたら必ず保険料を納付してきたので、申立

期間について、国民年金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①、②、③及び④は、合計しても 18か月と比較的短期間であり、

いずれの期間についても前後の保険料は納付済みとされている。 

また、申立人は、30 年以上の長期にわたる国民年金加入期間のうち、国

民年金保険料が未納とされているのは申立期間のみであり、国民年金制度発

足時から国民年金に加入している上、夫が厚生年金保険被保険者資格を取得

した後も任意加入していることから、年金制度への関心及び保険料の納付意

識は高かったものとみられる。 

２ 申立期間①については、申立人は、婦人会が集金を行い、Ａ町役場に保険

料を納付したとしているところ、申立人に係る同町の国民年金被保険者名簿



によると、備考欄に「46.３.25Ｂ市転出」とされているが申立期間①直前の

昭和46年１月及び同年２月の保険料は同年３月31日に納付したこととされ

ているほか、制度発足の 36年４月から申立期間①以前の保険料の納付日は、

ほとんど全て月の末日とされていることが確認できる。このため、当時Ａ町

では、婦人会が集金した保険料を一律に月の末日付けで処理していた可能性

がうかがえることから、実際に婦人会で保険料の徴収が行われていた日は、

当該名簿に記載された日付より前であったとみられ、申立期間①が含まれる

昭和 45 年度の保険料が３か月ごとに納付されていることを踏まえると、申

立人が 46 年１月及び同年２月の保険料と一緒に申立期間①の保険料を婦人

会に納付していたと考えられる。 

また、昭和 46年３月 25日にＢ市Ｃ区に転居したことにより、申立期間①

の保険料をＡ町で婦人会に納付していなかったとしても、通常、Ｂ市Ｃ区転

居後に同区を管轄する社会保険事務所（当時）から過年度納付書が送付され

ていたと考えられ、保険料の納付意識が高かった申立人が当該納付書により、

申立期間①の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

３ 申立期間②及び③の保険料については、国民年金被保険者台帳（マイクロ

フィルム）及びＢ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間②及び③そ

れぞれの前後の期間の保険料は現年度納付されていることが確認でき、当時、

夫は厚生年金保険被保険者であり、経済状況にも変化はなかったとみられる。 

また、申立人は、集金人や区役所で年金手帳や納付書により保険料を納付

し、申立期間②の保険料月額は 450円、申立期間③は 550円であったとして

いるところ、Ｂ市では、昭和 48 年４月にそれまでの印紙検認方式から納付

書方式に移行されており、申立期間②及び③の保険料納付方法と一致してい

る上、申立人が納付したとする保険料額は申立期間②及び③の保険料額とも

一致していることから、申立期間②及び③の保険料を納付していたと考えて

も不自然ではない。 

４ 申立期間④については、国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によ

ると、昭和 51 年度の欄に「納付書」と記載されていることから、当時、当

該期間の保険料は未納であったため、申立人に対して過年度納付書が作成さ

れたものとみられる。申立人は、保険料を遡って納付したことも２回ぐらい

あり、納付書が手元に届いたら必ず納付してきたとしているところ、49 年

度の保険料が昭和51年１月16日に過年度納付されている状況を踏まえると、

納付意識の高かったとみられる申立人が、当該納付書により保険料を遡って

納付したと考えても不自然ではない。 

５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案7202 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①から⑥までについて、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

ることから、当該期間の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は31万7,000円、

申立期間②は35万7,000円、申立期間③は31万4,000円、申立期間④は36万

5,000円、申立期間⑤は32万5,000円、申立期間⑥は36万5,000円に訂正するこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年７月19日 

             ② 平成18年12月24日 

             ③ 平成19年７月20日 

             ④ 平成19年12月19日 

             ⑤ 平成20年７月18日 

             ⑥ 平成20年12月12日 

賞与支払明細書により、申立期間に賞与が支給され、厚生年金保険料が

控除されていたことが確認できるので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与支払明細書により、申立人は、申立期間①から

⑥までにおいて、Ａ社から賞与を支給され、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により当該賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 



したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賞与支払明細書にお

いて確認できる厚生年金保険料控除額から、申立期間①は31万7,000円、申立

期間②は35万7,000円、申立期間③は31万4,000円、申立期間④は36万5,000円、

申立期間⑤は32万5,000円、申立期間⑥は36万5,000円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が、申立期間①から⑥までに係る賞与支払届が未提出であり、

当該期間に係る保険料も納付していない旨認めていることから、社会保険事

務所（当時）は、当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。



愛知厚生年金 事案7203 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和39年５月１日から同年７月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ事業所Ｂ支店における資格取得日に係る記録を

同年５月１日に、資格喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を１万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年４月１日から同年７月１日まで 

昭和39年４月１日付けでＡ事業所Ｃ支店に採用され、１か月間ぐらい研

修を受けた。その後、同年５月に同事業所Ｂ支店に配属された。 

同時期に入社した同僚には厚生年金保険の記録が確認できるのに、自分

に無いのは納得がいかないので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所Ｄ支店（申立人の退職時の支店で、申立人の人事記録を保管。）か

ら提出された「経歴証明書」、同事業所同支店からの回答及び複数の同僚の証

言により、申立人が、申立期間のうち、昭和39年５月１日から同年７月１日

までの期間において同事業所Ｂ支店に臨時補充員として勤務していたことが

認められる。 

また、Ａ事業所Ｅ支社（同事業所Ｂ支店の地域を管轄）は、「申立期間当時、

臨時補充員は、厚生年金保険の適用対象となっていた。」と回答している。 

さらに、申立期間当時、Ａ事業所Ｂ支店において厚生年金保険被保険者資

格を取得している同僚14人のうち、連絡の取れた６人は、「Ａ事業所Ｂ支店で

臨時補充員として勤務した期間と厚生年金保険の被保険者記録は符合してい

る。」旨証言しており、このうち、人事記録が確認できた２人は、臨時補充員

としての勤務期間と厚生年金保険の被保険者記録がおおむね符合している。 

加えて、上記同僚７人のうち、１人は、「私は、昭和39年４月にＡ事業所Ｂ

支店に臨時補充員として採用された。一方、申立人は、同年４月に同事業所

Ｃ支店に採用され、翌５月に、私と同じ職場に異動してきた。申立人とは同



期入社であり、同じ課で、同じ仕事をしていたので、申立人に同事業所Ｂ支

店の勤務期間に係る厚生年金保険の記録が無いのはおかしい。」と証言してい

る。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和39年５月

１日から同年７月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。  

また、当該期間の標準報酬月額については、Ａ事業所Ｄ支店が保管してい

る申立人の人事記録に記載されている俸給額から、１万6,000円とすることが

妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについて不明と回答しているが、申立期間

の健康保険厚生年金保険被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないこと

から、申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えられ

ない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申

立人に係る届出を記録していないとは、通常の事務処理では考え難いことか

ら、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和39年５月及び同年６月の保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。  

一方、申立期間のうち、昭和39年４月１日から同年５月１日までの期間に

ついて、上記の「経歴証明書」、Ａ事業所Ｄ支店からの回答及び複数の同僚の

証言により、申立人が当該期間において同事業所Ｃ支店に臨時補充員（外務

研修員）として在籍していたことは認められる。 

しかし、Ａ事業所Ｃ支店は、「資料を保管していないため、当時のことは不

明である。」と回答しており、申立人の当該期間における厚生年金保険の取扱

いについて確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人が一緒にＡ事業所Ｃ支店に採用さ

れ研修を受けたとして名前を挙げた複数の同僚についても、同事業所Ｃ支店

に配属されていた昭和39年４月１日から同年５月１日までの期間について厚

生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

さらに、Ａ事業所Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオ

ンライン記録によると、申立期間を含む昭和39年４月１日から40年３月31日

までの１年間に、臨時補充員ながら同事業所同支店において厚生年金保険の

被保険者資格を取得している者は皆無であることから、当時、同事業所同支

店においては、臨時補充員について厚生年金保険被保険者資格を取得させる

取扱いを行っていなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案7204 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成５年２月１日から６年10月１日までの期間について、

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の当該期間に係る

標準報酬月額の記録を５年２月から同年７月までは15万円、同年８月から６

年９月までは17万円に訂正することが必要である。 

申立期間のうち、平成６年10月１日から７年10月１日までの期間について、

申立人の標準報酬月額の記録については、６年10月及び同年11月は16万円、

同年12月は15万円、７年１月から同年９月までは17万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年２月から７年９月まで 

申立期間の標準報酬月額が、給与支給明細書において確認できる給与支

給額よりも低い額で記録されている。申立期間について、正しい記録に訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成５年２月から６年９月までの期間について、オンラ

イン記録によると、申立人の当該期間に係る標準報酬月額は、当初、５年２

月から同年７月までは15万円、同年８月から６年３月までは17万円と記録さ

れていたが、同年４月20日及び同年４月21日付けで、遡及して11万円に減額

され、その後同額で継続していることが確認できる。 

しかし、申立人から提出された給与支給明細書により、申立人は、当該期

間において、おおむね上記遡及訂正前の標準報酬月額に見合う給与を支給さ

れ、上記遡及訂正前の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料を給与から控除

されていることが確認できる。 



また、Ａ社が加入している健康保険組合の記録によると、申立人の標準報

酬月額は、当該期間において上記遡及訂正前のオンライン記録の標準報酬月

額と一致している。 

さらに、当時の事業主は、上記の遡及訂正処理について、「平成６年頃、厚

生年金保険料を滞納していたことから、社会保険事務所の担当職員に相談し、

助言を受けて手続を行った。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、上記の遡及訂正処理は、事実に即したもの

とは考え難く、社会保険事務所において当該訂正処理を行う合理的な理由は

無く、有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の当該期

間に係る標準報酬月額については、平成５年２月から同年７月までは15万円、

同年８月から６年９月までは17万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人の標準報酬月額は、上記の遡及訂正処理を行った日以降の最

初の定時決定処理（平成６年10月１日）で11万円と記録されているところ、

当該処理については、上記の遡及訂正処理との直接的な関係をうかがわせる

事情が見当たらず、社会保険事務所の処理が不合理であったとまでは言えな

い。 

申立期間のうち、平成６年10月から７年９月までの期間について、申立人

から提出された給与支給明細書により、申立人は、当該期間において、オン

ライン記録の標準報酬月額に見合う給与支給額よりも高額の給与が支給され、

オンライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料よりも高額の保険料

を給与から控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、申立人の給与支給明細

書において確認できる保険料控除額又は給与支給額から、平成６年10月及び

同年11月は16万円、同年12月は15万円、７年１月から同年９月までは17万円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、当時の資料が無く不明と回答しており、ほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否

かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行

ったとは認められない。



愛知厚生年金 事案7205 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立期間の標準報酬月額に係る記録を50万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年10月から10年９月まで 

Ａ社では、平成９年５月に入社してから16年３月に退職するまで、昇給、

降格等は無く、定額の給与が支給されていたが、申立期間の標準報酬月額

が下がっている。申立期間の前後で給与額は変わっていないので、申立期

間について、標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成９年５月６日付けＡ社発行の辞令及び同社から

提出された平成15年度の賃金台帳により、申立人の給与は、同社に勤務して

いた全期間において、通勤費を除く支給額が定額（48万4,000円）であったこ

とが推認できる。 

また、Ａ社は、「申立人の給与額は、月手当48万4,000円に通勤費を加えた

額であり、標準報酬月額は50万円に相当する。申立人が部署の異動や引っ越

しをした記録は無いので、通勤費に大幅な変動があったとは考えられない。

申立人の標準報酬月額は、入社してから退職するまで50万円であることが正

しいと思われる。このため、申立期間も前後の期間と同額の標準報酬月額

（50万円）に相当する厚生年金保険料を給与から控除していたものと思われ

る。」と回答している。 

さらに、申立期間当時の上司は、「申立人の賃金は年棒制だったと思う。そ

れを月割りにした金額に通勤費を加えて支給していた。毎月同じ額だったの



で、標準報酬月額に変動があるとは思えない。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間について、その主張す

る標準報酬月額（50万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、Ａ社は、「申立期間当時の関係書類は無く、不明。」と回

答しており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案7206 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、申立期間①は29万

1,000円、申立期間②は32万5,000円、申立期間③は33万円に訂正することが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和40年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成18年８月25日 

② 平成18年12月22日 

③ 平成19年８月24日 

申立期間について、Ａ社から賞与が支給され、厚生年金保険料を控除さ

れていたが、賞与の記録が無い。賞与明細書を提出するので、標準賞与額

の記録を訂正（追加）してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間①、②及び

③において賞与が支給され、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、上記賞与明細書において

確認できる保険料控除額から、申立期間①は29万1,000円、申立期間②は32万

5,000円、申立期間③は33万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は、「当時の資料は無く、不明。」と回答しており、



ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 



愛知国民年金 事案 3397 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年４月から６年３月までの期間、７年４月から９年３月まで

の期間、同年７月から 10 年３月までの期間及び 11 年７月から同年 11 月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年４月から６年３月まで 

             ② 平成７年４月から９年３月まで 

             ③ 平成９年７月から 10年３月まで 

             ④ 平成 11年７月から同年 11月まで 

    申立期間①、②、③及び④当時は、店の経営が厳しかったため、国民年金

保険料を納付することができなかったが、平成 12 年から妻がパートの勤務

時間数を増やし、収入も少し安定してきたので、Ａ社会保険事務所（当時）

で未納期間を調べてもらい、未納とされていた保険料については、15 年の

終わり頃に妻が同社会保険事務所で納付書を発行してもらった。期限内に納

付できなかった期間があり、納付書を２回ほど再発行してもらったこともあ

ったが、18 年６月か同年７月頃には妻が申立期間①、②、③及び④の保険

料を納付し終えたはずであるので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②、③及び④の保険料を納付したとする妻は、これらの期間の

保険料を平成15年の終わり頃か16年頃から何回にも分けて遡って納付し始め

たとしているが、国民年金保険料の納付時効は、申請免除期間については 10

年とされており、それ以外は２年とされているところ、申立人及びその妻はこ

れら申立期間の免除申請は行っていないとしていることから、妻が主張する納

付開始時点において、既に２年を経過している申立期間①、②、③及び④の保

険料を納付することはできなかったと考えられる。 

また、妻は、「当初発行してもらった納付書で期限内に納付できなかった期



間については再発行してもらい、その期限内にも納付できなかった期間につい

ては再々発行してもらった。保険料月額は、当初は１万 3,000円ぐらいであり、

再発行時は１万 4,700円ぐらい、再々発行時は１万 5,200円ぐらいであった。」

としているところ、制度上、納付時期によって保険料月額が増額するのは、申

請免除期間の追納を行う場合であり、申立人のオンライン記録によれば、平成

６年４月から７年３月までの申請免除期間及び10年４月から11年１月までの

申請免除期間の保険料が15年２月から17年８月までにかけて５回にわたり追

納されており、13 年１月から 14 年３月までの期間及び同年９月から 15 年３

月までの期間の保険料が同年１月から 16 年１月までにかけて３回にわたり過

年度納付されていることが確認できることから、これら追納及び過年度納付し

た期間と申立期間①、②、③及び④を混同している可能性も考えられる。 

さらに、申立人は、平成 15年度（平成 14年分所得）から 20年度（19年分

所得）までの市民税・県民税証明書の写しを提出しており、妻は、このうち、

16 年度（15 年分所得）から 19 年度（18 年分所得）までの市民税・県民税証

明書の写しに記載されている社会保険料控除の金額が申立期間①、②、③及び

④の保険料の納付に係る証拠となるのではないかとしている。しかし、市民

税・県民税証明書の写しに記載されている社会保険料控除額から、Ｂ市の記録

における申立人が納付した国民健康保険料を差し引いた国民年金保険料に相

当する金額（差引額）と、オンライン記録における 15年から 18年までの各年

の国民年金保険料の納付済額を比較したところ、申立期間①、②、③及び④に

係る保険料が含まれている場合、この差引額は納付済額を上回ることとなるが、

いずれも一致しているか、又は下回っていることから、これら市民税・県民税

証明書の写しに記載されている社会保険料控除額をもって、申立期間①、②、

③及び④に係る保険料を納付していたと推認することはできない。 

加えて、妻が申立期間①、②、③及び④の保険料を納付したとする時期は、

年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の光

学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が進み、記録漏れ、

記録誤り等が生ずる可能性は少ない。 

このほか、妻が申立期間①、②、③及び④の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、日記等）は無く、ほかに申立期間①、②、③及び④の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3398 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年４月から 10 年６月までの期間、14 年４月から 17 年８月

までの期間及び18年７月から19年５月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成７年４月から 10年６月まで 

             ② 平成 14年４月から 17年８月まで 

             ③ 平成 18年７月から 19年５月まで 

    私は、申立期間について国民年金保険料を納付していた。納付場所、納付

時期及び納付金額について覚えていないが、保険料を納付していたのは間違

いないので、納付のあったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①、②及び③の保険料納付について、納付場所、納付時

期及び納付金額について記憶が無いとしていることから、保険料納付状況につ

いて詳細は不明である。 

また、申立人のオンライン記録によると、「付番年月日 平－10．10．６ 付

番契機 国－20歳以上」と記録されており、基礎年金番号導入(平成９年１月)

前に申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない

ことから、基礎年金番号が付番された 10 年 10 月６日に、７年４月 26 日（厚

生年金保険の資格喪失日）まで遡って国民年金の被保険者資格を取得したとす

る事務処理が行われたものとみられ、このことはＡ市の国民年金被保険者名簿

の記載内容とも符合する。このことから、申立人は、申立期間①当時、国民年

金に未加入であり、保険料を納付することはできなかったものとみられ、この

基礎年金番号が付番された時期を基準としても、申立期間①のうち、同年４月

から８年８月までの保険料については、時効が成立していたことから遡って納

付することはできなかったと考えられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は、厚生年金保険被保険者資格を



喪失した平成 18 年７月１日を勧奨事象発生日とする「第１号・第３号被保険

者取得勧奨」対象者として、19年３月 22日付けで勧奨関連対象者一覧に登録

されていることから、少なくともこの時点においては、申立期間③に係る第１

号被保険者への種別変更手続を行っておらず、未加入であったため、保険料を

納付することはできなかったとみられる。 

加えて、オンライン記録では、平成 19年４月 18日に納付書作成と記載され

ており、当該納付書は、申立人の納付記録から、この時点で未納であり時効が

成立していなかった申立期間②の一部（17 年３月から同年８月まで）及び申

立期間③を対象として作成されたものとみられることから、当該期間について、

この時点においては保険料が納付されていたとは認め難い。 

このほか、上記のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号が付番された時期

は、基礎年金番号導入（平成９年１月）以後の時期であり、同番号に基づいて

保険料の収納事務の電算化も図られていることから、記録漏れ、記録誤り等が

生ずる可能性は低いと考えられる上、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3399 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年 10月及び同年 11月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年 10月及び同年 11月 

    私は、平成４年 10月に会社を退職し、同年 12月に再就職した後、時期は

不明だが、Ａ社会保険事務所（当時）かＢ市役所から申立期間の国民年金保

険料が未納であるという通知があったので、記載されていた金額を同社会保

険事務所か同市役所で納付した。家計簿、通帳のコピー等納付を証明するも

のは無いが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成４年 12 月に再就職後、時期は不明だが、Ａ社会保険事務所

かＢ市役所から申立期間の国民年金保険料が未納であるという通知があった

ので、記載されていた金額を同社会保険事務所か同市役所で納付したとしてい

るが、申立期間に係る国民年金加入手続については、いつ、どこで行ったのか

記憶がはっきりしないとしている上、申立期間の保険料の納付時期及び納付金

額についても記憶が無いとしていることから、申立期間に係る加入手続及び保

険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出補助簿によると、申立

人の国民年金手帳記号番号は､平成２年12月10日にＢ市に払い出されており、

これ以外に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当

たらず、申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者の資格取得状況等から、

３年１月から同年３月頃までに初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、そ

の手続の際に資格取得日を厚生年金保険被保険者資格を喪失した２年８月１

日とする事務処理が行われたものとみられる。その後、申立人は再就職し同年

12月 20日に厚生年金保険被保険者となったことから、同日に国民年金被保険

者資格を喪失し、再取得したのは基礎年金番号導入（９年１月）後の 12 年８



月１日とされている。このことは、同市の申立人の国民年金被保険者名簿に２

年８月１日取得及び同年 12月 20日喪失した記録はあるものの、申立期間につ

いては取得記録が無いこと、及び申立人が所持する年金手帳の国民年金の記録

（１）に、「被保険者となった日 平成２年８月１日 被保険者でなくなった

日 平成２年 12 月 20 日 被保険者となった日 平成 12 年８月１日」と記載

されていることとも符合する。このため、申立人は、申立期間は国民年金に未

加入となることから、申立期間の保険料を納付することはできなかったものと

みられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3400 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年９月から 47年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 47年３月まで 

    昭和 47年 11月に結婚後、国民健康保険に加入するため妻と一緒にＡ村役

場に行ったところ、同村役場の職員から国民年金の加入手続についても一緒

に行うように言われ、その時に国民年金保険料の未納が私に約３年、妻に１

年ほどあったが、「奥さんの分はいいから、ご主人の３年分を遡って払って

ください。払わないと、国民健康保険に加入できません。」と言われ、一括

で納付することができないので分割で納付することにした。保険料は、妻が

どこでどのように納付したのか、金額も覚えていないが、現年度保険料と併

せて納付したはずなので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 47年 11月に結婚後、Ａ村役場で国民年金及び国民健康保険

の加入手続を夫婦一緒に行ったとしているが、妻の国民年金手帳を見ると、46

年５月 17 日発行とされており、この頃に妻の国民年金の加入手続が行われた

ものとみられ、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申

立人の国民年金手帳記号番号は、48 年２月 15 日に同村で払い出されており、

申立人が所持する年金手帳を見ると、同年２月 16 日発行とされ、資格取得日

は 20歳到達時である 44年＊月＊日（平成 16 年６月 29日に厚生年金保険被保

険者資格喪失日である昭和 44 年９月 21 日に変更。）とされており、申立人の

加入手続は、48 年２月頃に行われたものとみられ、夫婦の加入手続時期は一

致しないことから、申立期間に係る国民年金加入手続状況の記憶は曖昧である。 

また、申立期間の保険料を納付したとする妻は、約３年分の保険料を分割で

納付したとしているが、制度上、遡って納付できるのは納付期限から２年であ

り、妻は保険料の納付対象期間、納付周期、納付時期、納付場所、納付金額等



は覚えていないとしていることから、申立期間に係る保険料納付状況の詳細は

不明である。 

さらに、申立人の加入手続時期（昭和 48 年２月頃）を基準とすると、申立

期間のうち、44 年９月から 45 年 12 月までの期間は時効により保険料を納付

することができない。申立期間のうち、46年１月から 47年３月までの期間に

ついては過年度納付することが可能であったものの、前述のとおり、申立期間

の保険料納付状況の詳細は不明であり、申立期間の保険料を過年度納付したと

までの事情は見受けられない上、国民年金被保険者台帳及びＡ村の国民年金被

保険者名簿共に申立期間は未納とされており、これら記録に齟
そ

齬
ご

は無い。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案7207 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、②及び④について、船員保険被保険者として船員

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間③及び⑤について、船員保険の年金任意継続被

保険者として船員保険料を納付していたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和46年９月１日から同年10月１日まで 

             ② 昭和52年５月30日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和52年８月18日から53年７月10日まで 

             ④ 昭和54年11月21日から55年１月12日まで 

             ⑤ 昭和59年11月27日から同年12月６日まで 

申立期間①について、Ａ社に継続して勤務していたはずなのに、船員保

険の記録が無い。 

申立期間②について、船員手帳により、Ａ社所有の船に昭和52年２月22

日から同年６月28日まで乗っていたことが確認できるのに、船員保険被保

険者の資格喪失日は同年５月30日となっている。 

申立期間③について、船員保険の年金任意継続被保険者の手続を行って、

当該保険料を毎月納付していたにもかかわらず、記録が無い。 

申立期間④について、当該期間は有給休暇で下船していた期間であり、

雇用契約が継続していたはずなのに、船員保険の記録が無い。 

申立期間⑤について、船員保険の年金任意継続被保険者を継続していた

はずなのに、資格喪失日は昭和59年11月27日となっている。 

全ての申立期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社における船員保険被保険者記録が確認できる複

数の同僚に聴取したが、申立人の勤務実態に係る証言は得られなかった。 

また、商業登記簿謄本によると、Ａ社は昭和54年８月＊日に解散しており、



当時の事業主も死亡していることから、申立人の当該期間における勤務実態

及び船員保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立人は、当該期間の乗船に係る船員手帳を所持しておらず、当

時乗船していた船名、船長名及び同僚の名前についても記憶していない。 

申立期間②について、申立人から提出された船員手帳により、申立人は、

昭和52年６月28日までＡ社所有の船に継続して乗船していたことが認められ

る。 

しかし、Ａ社に係る船舶所有者別被保険者名簿によると、同社が船員保険

を適用されていた期間は、昭和46年２月10日から52年５月30日までの期間で

あり、申立期間②において船員保険の適用を受けていた記録は確認できない。 

また、オンライン記録によると、申立人から提出された船員手帳により確

認できる当該期間当時の船長を含む同僚40人は、いずれも申立人と同日（昭

和52年５月30日）に被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

さらに、上記40人のうち、複数の者に確認したものの、いずれも当時の給

与明細書等を所持しておらず、当該期間に係る船員保険料の控除について確

認できない。 

加えて、上記のとおり、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主も死亡し

ていることから、当該期間における船員保険の取扱いについて確認できない。 

申立期間④について、申立人は、「保管している船員手帳に記載された雇止

年月日より後に有給休暇をとったので、当該有給休暇中の期間も船員保険に

加入していたはずだ。」と主張している。 

しかし、申立人から提出された船員手帳には、Ｂ社における雇止年月日が

昭和54年11月20日と記載されており、当該日の翌日は、船員保険被保険者の

資格喪失日と一致しているとともに、同船員手帳の次ページには、同社にお

ける２回目の雇入年月日が55年１月14日と記載されており、当該日は、船員

保険被保険者の資格取得時期とほぼ一致している。 

また、申立人と同じ船に乗っていたとする同僚は、「Ｂ社では、船員は期間

雇用であった。休暇を取って下船する場合には、会社から補償金（一時金）

が支払われ、当該休暇中の期間については、船員保険には加入させない取扱

いとなっていた。当時は不況で、小さな船主は、おおむね同様に取扱ってい

た。」と証言している。 

さらに、申立人から提出された船員手帳の失業保険金支給関係の求職申込

欄によると、申立人は、昭和54年11月30日に求職の申込みを行っていること

が確認できる。 

加えて、商業登記簿謄本によると、Ｂ社は平成３年６月＊日に解散（５年

４月＊日に特別清算終結の決定確定）しており、当時の事業主とも連絡が取

れないことから、申立人の当該期間に係る船員保険の取扱いについて確認で

きない。 



このほか、申立人の申立期間①、②及び④における船員保険料の控除につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間①、②及び④に係る船員保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 申立期間③について、申立人は、「Ａ社退職時に、同社から船員保険の年金

任意継続の制度があることを聞き、県庁の船員保険課の窓口で手続を行い、

毎月の保険料を郵便局で納付していた。」と主張している。 

しかし、船舶所有者別被保険者名簿では、申立人が昭和52年５月30日にＡ

社における船員保険被保険者資格を喪失した旨の記録は確認できるものの、

船員保険被保険者原票では、その後、当該期間において船員保険の年金任意

継続被保険者として資格取得した旨の記録は確認できない。 

また、申立人は、当該期間に係る船員保険の年金任意継続被保険者の保険

料の領収書など、船員保険の年金任意継続被保険者として船員保険料を納付

した事実を確認できる資料を所持していない。 

申立期間⑤について、申立人は、「直前の期間に継続して船員保険の年金任

意継続被保険者だった。」と主張している。 

しかし、申立人に係る船員保険被保険者原票の備考欄には、「未納」及び

「資格喪失59.11.27」と記載されていることが確認できるところ、日本年金

機構Ｃ事務センターは、「当時、任意継続保険料は、毎月10日までに納付する

ことになっていたが、期日までに納付されなかったため納付を督促し、督促

した納付期限（昭和59年11月27日）までに保険料が納付されなかったことか

ら、同日付けで被保険者資格を喪失させたものであると考えられる。」と回答

している。 

このほか、申立人の申立期間③及び⑤における船員年金保険料の納付につ

いて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険の年金任意継続被保険者として、申立期間③及び⑤に係る

船員保険料を納付していたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案7208 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年４月23日から38年３月９日まで 

Ａ社退職後は、同社に出向いたことが無く、連絡も取ったことは無かっ

たが、年金記録によると、同社退職後の昭和38年９月11日に脱退手当金を

受給した記録となっている。 

しかし、私は脱退手当金の手続をした覚えは無く、受け取った覚えも無

いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び

同被保険者原票に記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険

者資格喪失日（昭和38年３月９日）の前後２年以内に資格喪失し、脱退手当

金の受給要件を満たす30人（申立人を除く。）について脱退手当金の支給記録

を確認したところ、25人に支給記録が確認でき、このうち15人について資格

喪失日から６か月以内に支給決定がなされているとともに、厚生年金保険被

保険者資格喪失日が同日の同僚等の中には、脱退手当金支給決定日が同一の

者が７組20人認められることなどを踏まえると、申立人についても、その委

任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金

の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間に係る脱

退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月

後の昭和38年９月11日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然

さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案7209 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和20年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和39年３月２日から43年12月31日まで 

脱退手当金を受け取った記憶が無いので、脱退手当金の支給記録を取り

消し、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金の支給については、申立人の申立期間に係る脱退手当金裁定請

求書が現存しており、脱退手当金支給決定伺が作成されているなど、適正に

裁定手続を行っていることが確認できる。 

また、上記脱退手当金裁定請求書及び脱退手当金支給決定伺によると、当

該請求書には、申立人の当時の住所地、申立期間に係る事業所名及びその所

在地が記載されているほか、昭和44年６月２日に当該請求書が受理され、同

年６月13日に支給決定されていることが確認できる上、申立人の申立期間に

係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する

「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に

計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案7210 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和30年12月26日から32年９月20日まで 

             ② 昭和32年９月21日から34年７月１日まで 

             ③ 昭和34年７月１日から38年11月20日まで 

申立期間に係る最終事業所は事実上解雇されて退職しており、脱退手当

金の支給記録がある時期は出産直前の時期であったので、脱退手当金の請

求はしていないし、受け取った記憶も無い。脱退手当金の支給記録を取り

消し、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間③に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退

手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の

脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間③に係る厚生年金保

険被保険者資格喪失日から約４か月半後の昭和39年４月８日に支給決定され

ているほか、申立人の厚生年金保険被保険者台帳には、脱退手当金の算定の

ために必要となる標準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金

を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことを示す記録が認められる

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


